





























禁じられていないとされている（Paul le CANNU,Les dirigeants de la socie?te?par
 





























Lefebvre,supra note n?4,p.15 n?115）。一方，期間を定めなかった場合には，期間の定
めのない契約とみなされ，各当事者はいつでも一方的に契約を解除することができる。




























11 Cass.com.2 juin 1987,Bull. civ., IV,n?133.
12 Cass.com.15 de?c.1994,Bull. Joly, 1994,p.508.






とされている（Dominique VELARDOCCHIO-FLORES,Les accords extra-statutaires
 




























10年を超えることができるとされている（Philippe BRUNSWICK, SAS et capital
 
investissement:vers la fin des pactes d’actionnaires extra-statutaires?,D.,2000,p.
600）。
16 Bruno DONDERO, Statuts de SAS et pactes extra-statutaires: questions et
 
confrontations,Bull. Joly, 2008,p.247 n?13.



















18 Cass.com.15 juin 1982,Gaz. Pal., 1983,Pan.,p.23.
19 Cass.com.20 mai 1986,Bull. Joly,1986,p.587.破毀院は，契約の結果（effet）より




ということのみである（Yves GUYON,supra note n?17,p.321 n?209）。
1986年５月20日破毀院商事部判決の後も，会社に対する権利および義務ではなく，譲
受人と譲渡人の関係に関するものであるという理由により，決められた価格による買取
りの合意を有効としたパリ控訴院判決が出されている（CA Paris 18 oct. 1996, Bull.
Joly, 1997,p.11）。
20 Bruno DONDERO,supra note n?16,p.246 n?6.
21 この見解によれば，定款上の規定は，定款に定められているということ自体が，規定
は有効であるという安心感につながるとする（Bruno DONDERO,supra note n?16,p.
246 n?7）。






























24 Philippe BRUBSWICK,supra note n?15,p.597.
25 株式の新たな保有者が，定款を適用されることについて承諾したかどうかを確かめる








































る以外の選択肢はない（Philippe BRUNSWICK,supra note n?15,p.598）。
34 Philippe BRUNSWICK,supra note n?15,p.598.
35 会社による定款の承認が必要であるか否かについては議論の余地があるとする見解が
ある（Bruno DONDERO,supra note n?16,p.245 n?2）。






































































定款の長所であるとする見解がある（Bruno DONDERO,supra note n?16,p.245 n?2）。
39 123-９条を会社に適用できるとするものとして，Pierre-Louis PÉRIN, SAS: La
 

































Paris 22 sept.1995,Bull. Joly,1995,p.1069），隠れた瑕疵の詐欺または保証の準用が妨
げられることになる。
43 Cass.com.15 nov.1983,Bull.Joly,1984,p.55;CA Paris 9 avr.1986,JCP e?d E,1986,
n?15823;CA Versailles 17 juin 1987,Bull.Joly,1987,p.780;CA Colmar 7 nov.1990,Dr.




























Paris 10 de?c 1998,Bull.Joly,1999,p.482,note DAIGRE;CA Paris 21 de?c 2001,RJDA,






Lefebvre,supra note n?4,p.22 n?225）。この点について，後述する株式の譲受人と先買
権者の株主の地位の交代（substitution）が強制執行に当たるかという問題がある。強制
執行と捉える見解もいくつか存するが（D., 2006,p.1861, note GAUTIER;Bull. Joly,
2006,p.1072,note Le NABASQUE;LPA,2006,n?186,p.12,note HOUBRON），厳密


























除名することが認められた事案がある（CA Lyon 15 nov.1990,Bull.Joly,1991,p.54）。
49 Cass.req.30 oct.1911,D.,1916,1,Jur.p.5;Cass.civ.28 aou?t 1940,S.,1940,p.103.
50 Cass.com.7 mars 1989,Bull.Joly,1989,p.977;Cass.civ.26 oct.1982,Bull.civ.,III,
n?116.
51 Cass.civ.4 mai 1957,Bull. civ., I,n?197;Cass.civ.3 avr.1963,Bull.civ., I,n?211;
Cass.com.27 mai 1986,Bull. Joly, 1986,p.687.
52 Cass.ch.mixte 26 mai 2006,Bull.Joly,2006,p.1072,note LE NABASQUE. 2006年
５月26日破毀院判決は，不動産の売却に関する事案であるが，株式を対象とする先買条






violation du pacte de pre?fe?rence peut e?tre sanctionne?e par la substitution du
 



























払うという制裁条項の一種である（Francis Lefebvre,supra note n?4,p.25 n?260）。こ
の遅延科料に対しても，民法1152条が適用される（Cass.civ.3 janv.1985,Bull.civ.,I,
n?4）。
































AZARIAN,La socie?te?par actions simplifie?e,2e e?d.,2007,p.56 n?92;Francis Lefebvre,


































難しくなるという指摘がある（Bruno DONDERO,supra note n?16,p.245 n?2）。
62 実務上，指揮者には，会社住所の移転など，かなり限られた事項についてのみ定款変
更の権限が付与される（Pierre-Louis PÉRIN,supra note n?39,p.220 n?467）。
63 Paul le CANNU,supra note n?2,p.254 n?25.
64 Francis Lefebvre,Socie?te?par actions simplifie?e,4e e?d., 2007,p.194 n?1305;Pierre-
























る（Philippe BRUNSWICK,supra note n?15,p.602）。
66 解除の合意の原則に関する民法1134条２項によれば，契約（convention）は，法が認
めた理由がある場合に，当事者の相互の合意をもってのみ解除することができる。
67 Philippe BRUNSWICK,supra note n?15,p.602;Jean-Jacques DAIGRE,supra note
 
n?29,p.17 n?34.
68 Bruno DONDERO,supra note n?16,p.250 n?32.
69 J.-Cl. Socie?te?s Traite?,Fasc.155-3,n?35;Maurice COZIAN,Alain VIANDIER et
 
Florence DEBOISSY, Droit des socie?te?s, 22e e?d., 2009, p.416, n?921; Philippe
 





















acitons simplifie?e,1994,p.62 n?129;Jean-Jacques DAIGRE,Les clauses relatives a?la
 
cession des actions,JCP E,1994,Cah.droit de l’entreprise,supplt.2,p.16;CANNU
 
at DONDERO, supra note n?41, p.689 n?1044;He?le?ne AZARIAN, supra note n?59,
p.123 n?196.
70 裁判所は，“clause de pre?emption”と“clause de pre?fe?rence”を区別して用いていな
いようである。学説はこの２つの相違を意識してはいるが，区別する基準については未
だ一致していない（Se?bastien PRAT,Les pactes d’actionnaires relatifs au transfert de
 
valeurs mobilie?rs, 1992,p.96 n?166）。
71 He?le?ne AZARIAN,supra note n?59,p.123 n?196;Francis Lefebvre,supra note n?64,
p.292 n?2055.
72 CA Paris 14 mars 1990,Bull Joly,1990,p.353.その後，破毀院も定款上の先買契約の

























73 He?le?ne AZARIAN,supra note n?59,p.123 n?196;Francis Lefebvre,supra note n?64,
p.293 n?2058.
74 CA Paris 14 mars 1990,pre?cite?.




（Francis Lefebvre,supra note n?64,p.293 n?2058）。



























78 CA Paris 14 mars 1990,pre?cite?.
79 Francis Lefebvre,supra note n?64,p.295 n?2065-2066.
80 買取価格の決定を第三者の仲裁（民法1592条），または鑑定人（民法1843-４条）に委
ねることができる（Jean-Jacques DAIGRE, supra note n?29, p.27 n?56; Francis
 
Lefebvre,supra note n?64,p.293 n?2058）。
81 CA Paris 23 juin 1987,Bull. Joly, 1987,p.701;CA Paris 14 mars 1990,pre?cite?.



























⑶ 退社条項（clause de sortie）
定款に退社の要件と方法を定めた場合，社員は会社を退社することができ
る。退社条項は，SASが企業間の持続的な協力の手段として創設されたこと
83 CA Angers 20 sept.1988,Bull Joly, 1988,p.850.






























というと好意的に捉えているようである（Yves GUYON,supra note n?17,p.199 n?119）。
87 Yves GUYON,supra note n?17,p.98 n?53;Pierre-Louis PÉRIN,supra note n?39,




















89 Michel JEANTIN,Les associe?s de la socie?te?par actions simplifie?e,Rev. Soc.,
1994,p.20;CANNU et DONDERO,supra note n?41,p.689 n?1044;He?le?ne AZARIAN,
supra note n?59,p.123 n?196;Francis Lefebvre,supra note n?64,p.302 n?2091.
SASにおいて定款上の買取条項が認められる根拠として，契約の自由以外に，資本の
可変性（231-１条），または，他の社員に持分を譲渡することをある社員に認める定款外
の購入予約（promesse d’achat）を挙げるものがある（Pierre-Louis PÉRIN,supra note
 
n?39,p.168 n?392）。
90 Philippe DELEBECQUE,supra note n?69,p.78 n?154.
SASに限らず一般的に，特別な場合を除いて，定款に買取条項を定めることが時宜に
かなっていることはめったにないとする見解もある。少数派に会社を不安定にさせる手
段を与えることになるからである（Yves GUYON,supra note n?17,p.200 n?119）。
91 株式会社についてであるが，会社の明示の承諾があったとしても，定款外の買取条項
は認められないとする見解がある（Jean-Jacques DAIGRE,La perte de la qualite?d’
actionnaire,Rev. soc., 1999,p.541）。




れたが（Quest.Écrit n?23907:JO Se?nat Q,13 juill.2007,p.1900），結局，回答は出され
ていない。
94 Michel GERMAIN,Les actions de pre?fe?rence,Rev.Soc.,2004,p.608 n?27;Pierre-


























































前掲（注）30）（Francis Lefebvre,supra note n?64,p.305 n?2091）。
97 多数派社員が会社において果たした特別な投資活動を?慮するなどして，少数派社員
が共同退社権を行使する際の譲渡価格を多数派社員の譲渡価格よりも低くすることも可
能であるとされている（Herve?NABASQUE,Patrick DUNAND et Patricia ELSEN,




DAIGRE,supra note n?29,p.40 n?87;NABASQUE,DUNAND et ELSEN,supra note
 
n?97,p.7 n?35）。





























?? Philippe BRUNSWICK,supra note n?15,p.603.
?? すべての社員への対抗可能という利点は，ささいなものとは言えないとされている
（Jean-Jacques DAIGRE,supra note n?29,p.19 n?41）。
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佐賀大学経済論集 第43巻第１号
譲渡が無効とされることである（227－15条）。この場合の定款の定めは法定
事項（株式の譲渡禁止条項・譲渡承認条項および社員の除名条項）に限られ
ない。先買条項，買取条項，共同退社条項なども定款に定めることができる
とされており，これらの条項についても定款に違反して株式が譲渡された場
合には，当該譲渡は無効となる。一方，定款外の株主間契約に違反して株式
が譲渡された場合には，原則として損害賠償の請求のみが認められ，契約に
違反した行為を無効にすることができるのは，譲渡人と譲受人の間に詐欺的
共謀があった場合に限られている。
定款に定めることができる株式譲渡に関する条項の種類が増加したとはい
え，各条項の具体的な要件などについては，当事者の裁量に委ねられている
部分が多く，定款自治の範囲は広い。
もっとも，契約の自由が広く認められる SASにおいても，その自由は無制
限ではないとされている。その限界が明らかになったのは，2007年10月23日
破毀院判決である。社員の除名手続きについて，除名が検討されている社員
は除名決議に参加できないということを除名社員自身も含む全社員が同意し
たうえで，定款に定めていたにもかかわらず，除名社員から議決権を剝奪す
ることは，公序規定である，すべての社員が合議による決議に参加する権利
を有するとする1844条１項に反すると破毀院は判示した。この点について，
無議決権株式の発行も可能であるとされる SASにおいて（株式会社におけ
る株主平等原則を定める225-122条Ⅰは SASに適用されない（227-１条３
項）），定款をもって，社員から議決権を剝奪することも可能なのではないか
と思われる。SASの社員の議決権についての全般的な検討は今後の課題であ
る。
フランス簡易株式組織会社(SAS)における株式譲渡に関する定款自治の拡大と限界(二・完)
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